東京ウィメンズプラザ

〒150-0001　東京都渋谷区神宮前5-53-67
東京ウィメンズプラザは、豊かで平和な男女平等社会の実現に向けて、都民と行政が協力して女性問題解決に取り組む具体的、実践的な活動の拠点です。
男女が同等の立場であらゆる分野に参画し、責任を分かち合い、性により差別されることなく、女性も男性も、持てる能力を十分に発揮できる社会を実現するとともに、諸活動を通じて、国内だけでなく国際的な交流と連帯を目指します。
1995年開館。2001年より東京都の直接運営。

【概略】東京ウィメンズプラザでは、「男女平等参画のための東京都行動計画　チャンス＆サポート東京プラン２００２」
の主要事業計画のひとつである、働く場における男女平等参画の促進に関する意識啓発事業を平成１４年度から実施している。事業の対象者は１）企業への就職を考えている女子学生、２）企業に現在勤務している女性、３）結婚・出産などでキャリアが中断し、再就職を考えている女性、４）教育機関のキャリア教育担当者などである。

【平成１４年度（２００２年）】

	事業種別
	公開講座

	タイトル
	「これからのキャリアプランを考える

　               ～女子学生のための就職シンポジウム」

	内容
	・企業で活躍している先輩女性の体験談を通じて、働き続ける意味やキャリアプランの築き方を考えるシンポジウム

	講師
	総合司会　 篠塚英子（お茶の水女子大学・学長補佐）

パネリスト　河野真理子（（株）ｷｬﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ代表取締役会長）

　　　　　　板崎　松子（㈱ニチレイ）

　　　　　　大谷　知子（エイボンプロダクツ㈱）

　　　　　　金見絵利子（㈱ジェイティービー）

	実施日時
	平成15年２月１８日　午後２時分～４時

	会場
	東京ウィメンズプラザホール


【平成１５年度（２００３年）】

	事業種別
	男女平等参画リーダー講座

	タイトル
	「女子学生のための就職支援講座　～キャリアプランワークショップ」

	内　　容
	・キャリアプランとライフビジョンの両方を視野にいれながら、どのよ

うな働き方をしたいかを考える

講義：「就職から考えるこれからのキャリアデザイン」

ワークショップ（キャリアノートを使用した自己分析の実習）

フリーディスカッション

	講　　師
	　河野　真理子（㈱キャリアネットワーク　代表取締役会長）

斉藤　ゆかり（㈱キャリアネットワーク　人材開発事業部ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）

岸　　定　雄（㈱キャリアネットワーク　主任ｷｬﾘｱｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）

	実施日
	平成15年7月4日（金）

午前10～午後4時30分

	対象者
	東京都内在住・在学の大学生

	会　　場
	東京ウィメンズプラザ　第一会議室


　　　　
	事業種別
	男女平等参画リーダー講座

	タイトル
	「小・中・高校の一貫したキャリア教育とは―“キャリア”とは、一人一人の可能性―」

	テーマ
	①キャリア教育の推進について
	②キャリア教育の捉え方
	③現代の若年男女の職業観と就職状況
	④男女平等の視点を持った実践

	内　　容
	勤労観、職業観を育む教育の推進
	キャリア教育の歴史や考え方
	各種調査結果などから探る子どもたちの状況
	男女平等の視点の必要性と、実践へのアドバイス

	講師
	宮下　和己

（国立教育政策研究所　生徒指導研究センター総括研究官）
	渡辺　三枝子〔Ⅰ〕

（筑波大学人間総合科学研究科　教授）

鹿嶋　研之助〔Ⅱ〕（千葉商科大学助教授）
	小杉　礼子

（日本労働研究機構　副総括研究員）
	渡辺　三枝子

（筑波大学人間総合科学研究科　教授）



	実施日
	〔Ⅰ〕平成15年7月25日（金）・26日（土）　午前10時～午後3時30分（２日間コース）

	
	〔Ⅱ〕平成15年8月21日（木）・22日（金）　午前10時～午後3時30分（２日間コース）

	対象者
	都内在住・在勤の小・中学校・高等学校の教職員及び関係者

	会　　場
	東京ウィメンズプラザ　視聴覚室


	事業種別
	公開講座

	タイトル
	「女子学生就職フォーラム　～自分らしく働き続けるために～」

	内　　容
	・企業への就職を考えている女子大生を対象に、自分のライフスタイルに合った働き方とは何かを考える公開講座

	講　　師
	総合司会　　　玄田　有史　（東京大学社会科学研究所　助教授）

パネリスト　　長田　真規子（㈱資生堂　人事部　人材育成グループ）

　　　　　　　篠原　由紀子（ファイザー㈱）

　　　　　　　堀　  美千子（早稲田大学　キャリアセンター）

　　　　　　　簔口　和美　（コンビ㈱）

	実施日時
	平成15年9月26日（金）　午後2時～午後4時

	会　　場
	東京ウィメンズプラザ　　ホール


	事業種別
	男女平等参画リーダー講座

	タイトル
	「再就職したい？再就職するなら！」

	内　容
	· 再就職活動をはじめるにあたり、自分の能力の棚卸や家事・育児と仕事の両立のコツ、就職情報の収集の仕方などを講義と実技を通じて学ぶための実践的講座

· 講義１：「再就職をめぐる労働市場の現状」

· 講義２：「再就職したらどうなる？年金・保険・労働法」

· 事例研究：「再就職体験談―私の場合」

· ワークショップ：「キャリアプランを立てて、実践しよう！」

	講　師
	福沢　恵子（東京家政大学助教授）

白澤　辰夫（社会保険労務士）

小島　貴子（埼玉県立職業能力開発センター・キャリアカウンセラー）

ほか

	実施日
	平成16年3月1日（月）、2日（火）（2日間コース）

午前10時～午後4時

	対象者
	都内在住の再就職を希望する女性

	会場
	東京ウィメンズプラザ　第一会議室


【平成１６年度（２００４年）】

	事業種別
	男女平等参画リーダー講座

	タイトル
	「女子学生のためのキャリアセミナー　～就職で夢を実現するために」

	内　　容
	・これから就職活動を始める女子学生・短大生を対象とした、参加型

ワークショップ

・ガイダンス　「学生モードから社会人モードへ」

・講義とワークショップ　「自己分析のツボ」

「希望職種のキーワード探し」

「エントリーシートのパターン」

「インターンシップのすすめ」

・グループディスカッション　「私にとってはたらくこととは」

	講　　師
	上田　晶美（ﾊﾅﾏﾙｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）

細田　咲江（ﾊﾅﾏﾙｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）

古賀　晶子（ﾊﾅﾏﾙｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ専属講師）

木元　栄子（ﾊﾅﾏﾙｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ専属講師）

	実施日
	平成16年7月16日（金）　午前10時～午後５時

	対象者
	東京都内在住・在学の大学・短大・専門学校生

	会　　場
	東京ウィメンズプラザ　第一会議室


	事業種別
	公開講座

	タイトル
	「女子学生就職フォーラム　～はじめの一歩をふみだそう」

	内　　容
	・これから就職活動に臨む女子学生を対象にしたパネルディスカッション　

	講　　師
	総合司会    白石　真澄　（東洋大学経済学部　助教授）

パネリスト　小島　貴子（埼玉県立職業能力開発センターｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰ）

　          桜内　晶子（タマノイ酢㈱　社長室人事）

　          鈴木　麻美（㈱帝国データバンク　営業推進部）

　          森實　久美子（厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課）

	実施日時
	平成16年9月30日（木）　午後2時～午後4時30分

	会　　場
	東京ウィメンズプラザホール


　　
	事業種別
	公開講座 (J-Careerオプションプログラム)

	タイトル
	21世紀（いま）を働く女性たちへ～均等法20年・私からのメッセージ

	内容
	・男女雇用機会均等法の施行２０周年を記念したシンポジウム

Ⅰ部　基調講演「私の歩んできた道～売り場へのこだわり～」

　池原　照恵　（㈱東武百貨店　取締役）

Ⅱ部　パネルディスカション「均等法20年・私からのメッセージ」

コーディネーター　奥山　明良　（成城大学法学部教授）

パネリスト      　西村　かつみ（住友電気工業㈱）

柿澤　明子　（日興コーディアル証券㈱）

片岡　理香　（㈱バンダイ）

	実施日時
	平成17年1月21日　午後6時20分～午後8時50分

	会　　場
	東京ウィメンズプラザホール


　　　
	事業種別
	男女平等参画リーダー講座

	タイトル
	「話す力・聴く力を鍛える！」

	内　　容
	・企業ではたらく女性の、コミュニケーション、ビジネススキルの習

得をめざすセミナー

１日目：話す・聴くコツを知る！　

先輩の体験談から、職場におけるコミュニケーションの秘訣を探る

２日目：話す・聴く技を学ぶ！　

上司への説明・報告、部下への指示の仕方など、職場で役立つノウハウを講義とグループワークで学ぶ

３日目：話す・聴く力を鍛える！

　　　　　会議を円滑に運営し、会議での効果的な発言のためのスキルをグループワークで磨く

	講　　師
	上田　晶美（ﾊﾅﾏﾙｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）

細田　咲江（ﾊﾅﾏﾙｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）

木元　栄子（ﾊﾅﾏﾙｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ専属講師）

今泉　幸子（㈱プラティア）

高田　和子（ソニーマーケティング㈱）

	実施日
	平成17年2月8日（火）、10日（木）、15日（火）（３日間コース）

午後６時４５分～午後８時４５分

	対象者
	東京都内在住・在勤の女性

	会　　場
	東京ウィメンズプラザ　第一会議室


� 計画期間は平成１４年度（２００２年度）から平成１８年度（２００６年度）までの５か年。





　　　　　　　　　　　　　                       　    　　　 

